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な対策がなされているにも関わらず，肥満者（body mass index [BMI] ≧25 kg/m2）の割
合はこの 10年間で減少していない（厚生労働省, 2016）．田中らは，肥満者を対象とした
減量介入研究を 30年以上にわたり継続し，集団型減量支援プログラムを開発し（Tanaka 


















準は，20歳以上 70歳未満，BMI 25 kg/m2以上 40 kg/m2未満の男女とし，3ヵ月間（2
時間×8回）の減量支援プログラムの指導を支援者が担った．本プログラムは，食事改善
を中心とし，四群点数法（香川ら, 2014）に基づき必要な栄養素を摂取しながら，男性



























（48%→22%, P < 0.05）．しかし，体重減少量が小さくなり（6.3 kg [95%信頼区間：4.5 
kg～8.0 kg]→5.8 kg [4.7 kg～6.9 kg]），脱落者抑制に重きを置き過ぎ，減量への動機づけ
や知識習得のための時間が不足したことが課題となった．2017年は大きな体重減少効果を
目指すとともに，地域普及を見据え，2地区での開催により参加者数増加を目指した．そ






民主導型減量支援プログラムに参加した 77人（男性 18人，55.4 [12.1] 歳，BMI 28.5 
[2.7] kg/m2）を対象とした．また，専門家主導群として，2017年専門家主導型減量支援プ
ログラムに参加した 68人（男性 24人，53.8 [10.9] 歳，BMI 28.8 [3.1] kg/m2）を対象と
した．両者ともプログラム内容，支援期間などは共通している．結果として，住民主導群
は，77人中 58人（男性 14人，57.2 [10.3] 歳，BMI 28.4 [2.8] kg/m2）がプログラムを
完遂し（75%），体重減少量は平均 6.4 kg（95%信頼区間：5.6 kg～7.2 kg）となった．専
門家主導群は，68人中 61人（男性 23人，54.0 [11.2] 歳，BMI 28.8 [3.1] kg/m2）が完遂
し（90%），体重減少量は 6.3 kg（95%信頼区間：5.5 kg～7.1 kg）となった．体重減少量
は同等であったが，専門家主導群の完遂率が有意に高い結果となった（75% vs 90%, P < 
0.05）．以上より，住民主導型でも十分な減量効果が得られるが，さらに完遂率を高めるこ
とが課題として挙げられた． 
以上のことから，本博士論文の結論として，以下の知見が得られた． 
1） 住民主導による減量支援プログラムの開催が可能であり，実行可能性が示された．一
方で，参加者の約半数がプログラムを完遂できず，減量支援ボランティアにおいて活
動継続の意志を示した者の割合も約半数となり，課題が残った．プログラム終了後の
FGIでは，地域・行政との協働，普及方法などの課題が明らかとなった．  
2） 混合研究法を用いて，プログラム開催を繰り返すことで，完遂率が高く，大きな体重
減少効果が得られる減量支援システムを構築しつつあるが，さらなる地域普及のため
には，参加者数を増やす工夫が必要と考えられた． 
3） 住民主導型と専門家主導型とを比較した結果，同等の体重減少量が示されたが，プロ
グラム参加者の完遂率は，専門家主導型に劣った．住民主導型減量支援プログラムの
完遂率を高めることが課題として挙げられた． 
今後，プログラムへの参加者数を増やし，完遂率を高める工夫を積み重ねることで，公
衆衛生学的な意義の高い肥満予防・改善事業の地域展開につながると期待される． 
